
 
 

３ 小学校、中学校、高等学校、幼稚園教諭免許状の取得方法（別表第１） 

  別表第１による小学校、中学校、高等学校、幼稚園教諭免許状の取得には、下記の（１）～（５） 
 の修得が必要です。 
（１）基礎資格（法別表第１の第２欄） 

種類 基礎資格 
専修免許状 修士の学位を有すること 
１種免許状 学士の学位を有すること 
２種免許状 短期大学士の学位を有すること 

  ※ 高等学校の２種免許状はありません。 
 
（２）施行規則第６６条の６に定める単位 

『日本国憲法』、『体育』、『外国語コミュニケーション』、『情報機器の操作』又は『数理、データ

活用及び人工知能に関する科目』について各２単位が必要です。 

 
（３）介護等体験特例法に定める介護等体験（小学校又は中学校のみ） 

   平成１０年４月１日以降大学等に入学する者は、介護等体験特例法が適用されるため、「特別支援 
  学校及び文部科学省が定める社会福祉施設」での７日間の介護等体験が必要となります。 
   対象者は、免許取得の申請の際、学校長・社会福祉施設長の証明書の添付が必要です。 
   
（４）大学等での所定単位（法別表第１の第３欄） 

 区分 教科及び教職に関する科目 
小

学

校 

専修     ８３（※ア） 

内訳については 
次頁参照 

１種     ５９（※イ） 
２種 ３７ 

中

学

校 

専修     ８３（※ア） 
１種     ５９（※イ） 
２種 ３５ 

高

等

学

校 

専修     ８３（※ア） 

１種 ５９ 

幼

稚

園 

専修     ７５（※ア） 
１種     ５１（※イ） 
２種 ３１ 

 ※ア 専修免許状に必要な科目の単位数のうち、その単位数からそれぞれの１種免許状に必要な科目 
   の単位数を差し引いた単位数については、大学院の課程又は大学の専攻科の課程において修得す 
   ることが必要です。 
 ※イ １種免許状に必要な科目の単位数のうち、２種免許状取得のために必要な単位数分は短期大学

の課程において修得することができます。その場合、残りの単位数については大学又は短期大学

の専攻科の課程において修得する必要があります。 
 
 



 
 

（５）教科及び教職に関する科目（施行規則第２～５条）       ※令和４年４月１日改正 

科目名 
 
          学校種・種類 
左項の各科目に 
含めることが必要な事項 

小学校教諭 中学校教諭 高等学

校教諭 幼稚園教諭 

１種 ２種 １種 ２種 １種 １種 ２種 

第

２

欄 

教
科
及
び
教
科

の
指
導
法
に
関

す
る
科
目 

教科に関する専門的事項 ※ア ※イ ※ウ 
３０ １６ ２８ １２ ２４   

各教科の指導法（情報通信技術の活用を含

む。） ※エ ※オ ※カ ※キ ※ケ 

領
域
及
び 

保
育
内
容
の

指
導
法
に
関

す
る
科
目 

領域に関する専門的事項 ※ク 

     １６ １２ 保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用

を含む。） ※ケ 

第

３

欄 

教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目 

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 

１０ 
８ 

６ 
６ 

１０ 
８ 

(６) 

６ 
６ 

(３) 

１０ 
８ 

(４) 

１０ 
８ 

６ 
６ 

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チー

ム学校運営への対応を含む。） 
教育に関する社会的、制度的又は経営的事項

（学校と地域との連携及び学校安全への対応

を含む。） 
幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の

過程 
特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒

に対する理解 ※１単位以上必修 
教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラ

ム・マネジメントを含む。）※コ 

第

４

欄 

道
徳
 
総
合
的
な
学
習
の
時
間
等
の
指
導
法

及
び
生
徒
指
導
 
教
育
相
談
等
に
関
す
る
科

目 道徳の理論及び指導法 （小・中）※サ 

１０ 
２ 

６ 
２ 

１０ 
２ 

(６) 

６ 
２ 

(４) 

 

  

総合的な学習の時間の指導法 （小・中） 
総合的な探究の時間の指導法 （高） 

８ 
２ 

(５) 

特別活動の指導法 ※ケ 
教育の方法及び技術 （小・中・高）※コ ※シ 
情報通信技術を活用した教育の理論及び方法 
（小・中・高）※１単位以上必修 ※シ 

教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活

用を含む。） （幼） ※コ ※シ 
４ 

２※

ス 

４ 
２※

ス 

生徒指導の理論及び方法 （小・中・高） 
幼児理解の理論及び方法 （幼） 
教育相談（カウンセリングに関する基礎的な

知識を含む。）の理論及び方法 
進路指導及びキャリア教育の理論及び方法   

第

５

欄 

教
育
実
践
に
関

す
る
科
目 

教育実習（事前及び事後の指導１単位を含

む。）※セ 

５ 
３ 

５ 
３ 

５ 
３ 

(３) 

５ 
３ 

(３) 

３ 
２ 

(２) 

５ 
３ 

５ 
３ 

教職実践演習 ２ 
２ 

２ 
２ 

２ 
２ 

(０) 

２ 
２ 

(０) 

２ 
２ 

(０) 

２ 
２ 

２ 
２ 

第

６

欄 
大学が独自に設定する科目 ※ソ ２ ２ ４ ４ １２ １４ ２ 

合   計 ５９ ３７ ５９ ３５ ５９ ５１ ３１ 

 ()数字･･････施行規則第４条表備考第９号又は第５条表備考第５号の適用者が第３～５欄において修得すべ 

      き単位数です。（科目の内訳について指定はありません）。この場合、通常修得すべき単位数との 

      差分は「教科に関する専門的事項」において修得してください。また、「各教科の指導法（情報 
      機器及び教材の活用を含む。」）は１単位が必修となります。 
□数字･･････この単位数を上限として、他の学校の教員免許を取得したときに修得した単位を流用できます。 

・特に指定が無い場合、各科目に含めることが必要な事項を全て含めて該当欄の単位を修得してください。 



 
 

・専修免許状を取得する場合、上記の表に定めるそれぞれの１種免許状に必要な科目の単位に加え、「大学が 

 独自に設定する科目」（上記の表に定める科目に準ずる科目を除く。）について、２４単位を、大学院又は 

 大学の専攻科の課程で修得してください。 

※ア 小学校の場合の教科に関する専門的事項は、国語（書写を含む。）、社会、算数、理科、生活、音楽、図

画工作、家庭、体育、外国語（英語、ドイツ語、フランス語その他の各外国語に分ける。）のうち１科目

以上を修得してください。 

※イ 中学校の場合の教科に関する専門的事項は、施行規則第４条に定める各科目（「１８ 教科に関する専 

  門的事項の修得内容」（P.2-47）参照。）の全てにわたり、一般的包括的内容を含んで修得してください。 

※ウ 高等学校の場合の教科に関する専門的事項は、施行規則第５条に定める各科目（「１８ 教科に関する 

  専門的事項の修得内容」（P.2-49）参照。）の全てにわたり、一般的包括的内容を含んで修得してください。 

※エ 小１種の場合の各教科の指導法は、１０教科（国語（書写を含む。）、社会、算数、理科、生活、音楽、 

  図画工作、家庭、体育、外国語（英語、ドイツ語、フランス語その他の各外国語に分ける。））について各 

  １単位以上修得してください。 

※オ 小２種の場合の各教科の指導法は、６教科（音楽、図画工作、体育のうち２以上を含む。）以上につい 

  て各１単位以上修得してください。 

※カ 小学校の免許を受ける場合、生活の教科の指導法にあっては２単位まで、特別活動の指導法にあっては 

  １単位までは、幼稚園の「保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）」を流用できます。 

※キ 中１種の場合「各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）」は８単位、中２種の場合は２単位、 

  高１種の場合は４単位が必修です。 

※ク 領域に関する専門的事項は、健康、人間関係、環境、言葉及び表現の領域に関する専門的事項を含む科

目のうち１科目以上を修得してください。 

   ただし、平成３１年４月１日より前に幼稚園教諭免許の課程認定を受けた大学に、令和４年度までに入

学し、在学中に小学校の「教科に関する専門的事項」（社会科、理科、家庭科、外国語を除く。）の単位の

修得した場合、当該事項の修得とみなすことができます。 

※ケ 保育内容の指導法の半数までは、「小学校の各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）」 
  又は「特別活動の指導法」の指導法の単位を流用できます。 

※コ 小学校又は幼稚園の免許状を取得する場合は、「教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネ

ジメントを含む。）」と「教育の方法及び技術」又は「教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含

む。）」の合計で２単位（２種は１単位）まで幼稚園又は小学校の単位を流用できます。 

※サ 小学校又は中学校の免許状の取得には、「道徳の理論及び指導法」の単位（専修又は１種の場合は 

  ２単位、２種の場合は１単位）の修得が必要です（高等学校・幼稚園の場合は含められません）。 

※シ 小学校・中学校・高等学校の免許状を取得する場合は、「教育の方法及び技術」及び「情報通信技術を

活用した教育の理論及び方法」を含めることが必要です（幼稚園の場合は含められません）。 

   幼稚園の免許状を取得する場合は、「教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）」を含める

ことが必要です（小学校・中学校・高等学校の場合は含められません）。 

※ス 幼稚園の場合の第４欄の単位は、「教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）」、「幼児理 

  解の理論及び方法」、及び「教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法」 

  の３事項について修得してください。 

※セ ２単位（高等学校においては１単位）まで、学校体験活動（施行規則第２条表備考第８号）の単位を含 

  むことができます。ただし、単位の流用とは併用できません。 

※ソ 大学が独自に設定する第２～５欄の科目に準ずる科目、又は第２～５欄の科目から修得してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜単位の流用とはなんですか？＞ 

 教員免許を所持する方が新たに別校種の免許取得をする場合、所持する免許のために修得した単位

のうち一定数を、これから取得したい免許の単位数に充てることで、履修すべき単位を軽減すること

ができます。この制度を「単位の流用」といいます。 

 例えば、中学校免許を取得した方が、小学校免許を取得するために教育実習の単位を流用した場合、

流用単位は上限３単位なので、残り２単位は新たに教育実習の単位を修得する必要があります。ただ

し、臨時免許状を用いて、２年間小学校で教員として勤務した経験があれば教育実習は不要となり、

その分の２単位を第２欄（指導法のみ）、第３欄又は第４欄に振り替えて取ることができます。 



 
 

４ 特別支援学校免許状の取得方法（別表第１） 

   別表第１による特別支援学校教諭免許状の取得には、下記の（１）～（２）の修得が必要です。 
（１）基礎資格（施行規則第７条） 

種類 基礎資格 

専修免許状 修士の学位を有すること及び小学校、中学校、高等学校又は幼稚園の教諭の普通免

許状を有すること 

１種免許状 学士の学位を有すること及び小学校、中学校、高等学校又は幼稚園の教諭の普通免

許状を有すること 
２種免許状 小学校、中学校、高等学校又は幼稚園の教諭の普通免許状を有すること 

 
（２）特別支援教育に関する科目（施行規則第７条） 

特別支援教育に関する科目 左の科目に含めるべき 
科目 

担任可

能領域 
最低修得単位数 

２種 １種 専修 
第

１

欄 
特別支援教育の基礎

理論に関する科目 

  
２ ２ ２ 

第

２

欄 

特別支援教育領域に

関する科目 

心身に障害のある幼児、

児童又は生徒の心理、生

理及び病理に関する科目 視覚 
又は 
聴覚 

１ 

４ 

８ 

１ 

８ 

16 

１ 

８ 

16 

心身に障害のある幼児、

児童又は生徒の教育課程

及び指導法に関する科目 
１ ２ ２ 

心身に障害のある幼児、

児童又は生徒の心理、生

理及び病理に関する科目 
知的、 
肢体、 
又は 
病弱 

１ 

２ 

１ 

４ 

１ 

４ 
心身に障害のある幼児、

児童又は生徒の教育課程

及び指導法に関する科目 
１ ２ ２ 

第

３

欄 

免許状に定められる

こととなる特別支援

教育領域以外の領域

に関する科目 

心身に障害のある幼児、

児童又は生徒の心理、生

理及び病理に関する科目 
全域 ３ ５ ５ 

心身に障害のある幼児、

児童又は生徒の教育課程

及び指導法に関する科目 
第

４

欄 

心身に障害のある幼

児、児童又は生徒につ

いての教育実習 

 
全域 ３ ３ ３ 

特別支援教育に関する科目*    ２４ 
合  計  １６ ２６ ５０ 

※ 専修免許状の欄の「特別支援教育に関する科目*」は、大学院又は大学の専攻科で修得してください。 
※ 第２欄に掲げる科目の単位は、授与を受けようとする特別支援教育領域ごとに、「中心となる領域」

として開設されている科目を修得してください。 
※ 第３欄に掲げる科目の単位は、授与を受けようとする領域以外の全ての領域と、重複ＬＤ等の領域 
 から修得してください。 
※ 所持している特別支援学校教諭の免許に新たな教育領域を追加しようとする場合は、第２欄におい

て当該領域の科目を修得してください。詳しくは、教職員採用課にご相談ください。 
※ 第４欄に掲げる科目の単位は、特別支援学校での教員経験をもって、他の科目に振り替えることが

できます。また、１単位まで学校体験活動の単位を含むことができます。 


